
資料●

広域的運営推進機関の２０２２年度財務諸表等の 1 

承認について 2 

3 

4 

5 

 6 

7 

8 

9 

１．審査方法 10 

広域機関から申請のあった２０２２年度財務諸表等について、「電気事業法に基づく経11 

済産業大臣の処分に係る審査基準等」（平成１２・０５・２９資第１６号。以下「審査基12 

準」という。）第１（５４）に基づき、当委員会事務局において審査を行った。 13 

14 

２．審査結果 15 

２０２２年度財務諸表等について、審査基準第１（５４）に照らして適正であること16 

を確認した（別紙参照）。 17 

18 

３．経済産業大臣への回答 19 

上記２．の審査結果を踏まえ、当委員会として、経済産業大臣が本申請に係る承認を20 

することに異存はない旨、資料３－２のとおり、経済産業大臣に回答することとした21 

い。 22 

23 

（趣旨） 

電力広域的運営推進機関（以下「広域機関」という。）から、令和５年６月７日付け

で経済産業大臣宛てに２０２２年度財務諸表等の承認申請があり、同月１２日付けで

経済産業大臣から電力・ガス取引監視等委員会（以下「委員会」という。）へ意見を求

められたところ（資料３－1）。 

これに係る審査を実施したので、経済産業大臣への回答について御審議いただく。 

資 料 ３

● ４ ●

７●

1



別紙 

広域機関の２０２２年度財務諸表等の審査結果 

審査基準第１（５４） 審査結果 

① 財務会計省令第１２条から第１５条までの規定に

基づいていること。

⚫ 事業報告書について、事業年度開始前に認可された事業計画の実施の結果

を記載していることを確認した。（第１２条関係）

⚫ 決算報告書（収入支出決算書及び債務に関する計算書）について、事業年

度開始前に認可された予算総則に規定した事項に係る予算の実施の結果を

示していることを確認した。（第１３条関係）

⚫ 収入支出決算書について、事業年度開始前に認可された収入支出予算と同

一の区分により作成し、かつ、これに必要な事項を記載していることを確

認した。（第１４条関係）

⚫ 債務に関する計算書について、事業年度開始前に認可された金額の範囲内

において、負担した債務の金額を事項ごとに示していることを確認した。

（第１５条関係）

② 別添３の１．（６）に規定する拠出金、交付金及

び法第９９条の８の規定により推進機関に対して

納付された金額については、財務諸表等（注１）に

おいてそれぞれの増減及び異動（注２）が記載され

ていること。

⚫ 災害等扶助交付金の交付業務に必要となる拠出金、その他の拠出金（容量

市場における入札を実施した場合に必要となる拠出金）、交付金（再生可能

エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に規定する供給促進交付

金、調整交付金及び系統設置交付金）及び地域間売買取引の決裁に係る利

益の納付については、財務諸表等において増減が記載されていることを確

認した。また、その他の拠出金（電源入札等を実施した場合に必要となる

拠出金について、２０２２年度には、実績がないことを確認した。

（注１）財務諸表等とは、電気事業法第２８条の５１第１項の規定に基づき、前事業年度の財産目録、貸借対照表、損益計算書、事業報告

書及び決算報告書をいう。 

（注２）増減及び異動とは、増減は拠出金と交付金交付実績との差額のこと、異動は拠出金を交付金交付ではなく当該交付金交付に係る業

務として支出した事務費のことをいう。 
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【参考】関係法令等 

●電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）（抜粋）

(業務) 

第二十八条の四十 推進機関は、第二十八条の四の目的を達成するため、次に掲げる業務

を行う。 

一 ～ 八 （略） 

八の二 再生可能エネルギー電気特措法第二条の二第三項、第十五条の二第一項及び第

二十八条第二項の規定による交付金の交付並びに再生可能エネルギー電気特措法第三

十一条第一項及び第三十八条第一項の規定による納付金の徴収を行うこと。 

八の三 再生可能エネルギー電気特措法第十五条の十三の規定による解体等積立金の管

理を行うこと。 

九、十 （略） 

２ 推進機関は、前項各号に掲げる業務のほか、電気事業の広域的な運営の推進に資する

ため、次に掲げる業務を行うことができる。 

一 電気工作物の災害その他の事由による被害からの復旧に関する費用の一部に充てる

ための交付金を交付すること。 

二 再生可能エネルギー電気特措法第七条第十項の規定による入札を実施すること。 

３ （略） 

（財務諸表等の提出） 

第二十八条の五十一 推進機関は、事業年度（推進機関の成立の日を含む事業年度を除

く。）の開始の日から三月以内に、経済産業省令で定めるところにより、前事業年度の財

産目録、貸借対照表、損益計算書、事業報告書及び決算報告書（以下この条において

「財務諸表等」という。）を作成し、これを経済産業大臣に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

２ 推進機関は、前項の規定により財務諸表等を経済産業大臣に提出するときは、これに

財務諸表等に関する監事の意見書を添付しなければならない。 

３ 推進機関は、第一項の規定による経済産業大臣の承認を受けた財務諸表等を推進機関

の事務所に備えて置き、公衆の縦覧に供しなければならない。 

(区分経理) 

第二十八条の五十二 推進機関は、次に掲げる業務に係る経理をそれぞれ区分して整理し

なければならない。 

一 広域系統整備交付金交付業務 

二 第二十八条の四十第一項第八号の二に掲げる業務 

三 第二十八条の四十第一項第八号の三に掲げる業務 

四 第二十八条の四十第二項第一号に掲げる業務 

五 第二十八条の四十第二項第二号に掲げる業務 

六 前各号に掲げる業務以外の業務 

（委員会の意見の聴取） 

第六十六条の十一 経済産業大臣は、次に掲げる場合には、あらかじめ、委員会の意見を

聴かなければならない。 
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（略） 

八 第十七条の二第一項、第二十条第二項ただし書、第二十一条第二項ただし書、第二

十三条第二項ただし書(第二十七条の十二の十三において準用する場合を含む。)、第二

十七条の十一の四第二項ただし書、第二十七条の十二の十一第二項ただし書、第二十

七条の十二の十二第一項又は第二十八条の五十一第一項の規定による承認をしようと

するとき。（略） 

（地域間売買取引の決済に係る利益の納付） 

第九十九条の八 卸電力取引所は、推進機関が行う広域系統整備交付金交付業務に要する

費用に充てるため、推進機関に対し、経済産業省令で定めるところにより、翌日市場に

おける地域間の売買取引の決済に係る収入からその決済に要する費用を控除した金額を

納付するものとする。 

●電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等（平成１２・０５・２９資第

１６号）（抜粋） 

第１ 審査基準 

（５４）第２８条の５１第１項の規定による広域的運営推進機関の財務諸表等の承認

第２８条の５１第１項の規定による広域的運営推進機関の財務諸表等の承認に係る審

査基準については、財務諸表等が以下の方針に基づき整理されており、財務諸表等が広

域的運営推進機関の財務及び経営状況を的確に把握する上で適正かつ妥当であると認め

られる場合とする。 

① 財務会計省令第１２条から第１５条までの規定に基づいていること。

② 「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準

について」（別添３）の１．（６）に規定する拠出金、交付金及び法第９９条の８の

規定により推進機関に対して納付された金額については、財務諸表等においてそれぞ

れの増減及び異動が記載されていること。 

別添３ 

電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準につい

て 

１．定款に記載されている内容について、業務の運営が公正かつ適正に行われることが確

実であると認められることの基準 

（１）〜（５） （略）

（６）会費等に関する事項として、少なくとも次に掲げる事項が記載されていること。

①・② （略）

③ 電源入札等を実施した場合に必要となる拠出金については、理事会が決議する額を

一般送配電事業者又は配電事業者たる会員に課す旨

④ 容量市場における入札を実施した場合に必要となる拠出金については、理事会が決

議する額を一般送配電事業者、配電事業者又は小売電気事業者たる会員に課す旨

⑤ 推進機関が第２８条の４０第２項第１号に掲げる業務を行う場合にあっては、災害

等扶助交付金の交付業務に必要となる拠出金については、理事会が決議する額を一般

送配電事業者又は配電事業者たる会員に課す旨
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⑥ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０

８号。以下「再生可能エネルギー電気特措法」という。）第２条の２第２項に規定す

る供給促進交付金（以下単に「供給促進交付金」という。）、再生可能エネルギー電気

特措法第１５条の２第２項に規定する調整交付金（以下単に「調整交付金」とい

う。）及び再生可能エネルギー電気特措法第２８条第１項に規定する系統設置交付金

（以下単に「系統設置交付金」という。）の交付の業務に必要となる費用について

は、小売電気事業者、一般送配電事業者及び登録特定送配電事業者たる会員に課す旨 

 

●広域的運営推進機関の財務及び会計に関する省令（平成２７年経済産業省令第１２号）

（抜粋） 

 （予算総則） 

第四条 予算総則には、収入支出予算に関する総括的規定を設けるほか、次の事項に関す

る規定を設けるものとする。 

一 第七条の規定による債務を負担する行為について、事項ごとにその負担する債務の

限度額、その行為に基づいて支出すべき年限及びその必要な理由 

二 第八条第二項の規定による経費の指定 

三 その他予算の実施に関し必要な事項 

（債務を負担する行為） 

第七条 推進機関は、支出予算の金額の範囲内におけるもののほか、その業務を行うため

必要があるときは、毎事業年度、予算をもって経済産業大臣の認可を受けた金額の範囲

内において、債務を負担する行為をすることができる。 

（支出予算の流用等） 

第八条 （略） 

２ 推進機関は、予算総則で指定する経費の金額については、経済産業大臣の承認を受け

なければ、それらの経費の間若しくは他の経費との間に相互流用し、又はこれに予備費

を使用することができない。 

３ （略） 

（事業計画） 

第十条 法第二十八条の五十の規定による事業計画には、法第二十八条の四十第一項各号

に掲げる業務及び同条第二項に掲げる業務に関する計画を記載しなければならない。 

（事業報告書） 

第十二条 法第二十八条の五十一第一項の規定による事業報告書には、第十条の事業計画

の実施の結果を記載しなければならない。 

（決算報告書） 

第十三条 法第二十八条の五十一第一項の規定による決算報告書は、収入支出決算書及び

債務に関する計算書とする。 

2 前項の規定による決算報告書には、第四条の規定により予算総則に規定した事項に係る

予算の実施の結果を示さなければならない。 

（収入支出決算書） 

第十四条 前条第一項の規定による収入支出決算書は、収入支出予算と同一の区分により

作成し、かつ、これに次の事項を記載しなければならない。 

一 収入 

イ 収入予算額 

ロ 収入決定済額 
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ハ 収入予算額と収入決定済額との差額 

二 支出 

イ 支出予算額 

ロ 前事業年度からの繰越額 

ハ 予備費の使用の金額及びその理由 

ニ 流用の金額及びその理由 

ホ 支出予算現額 

ヘ 支出決定済額 

ト 翌事業年度への繰越額 

チ 不用額 

（債務に関する計算書） 

第十五条 第十三条第一項の規定による債務に関する計算書には、第七条の規定により負

担した債務の金額を事項ごとに示さなければならない。 

 

●再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八

号）抜粋 

（供給促進交付金の交付） 

第二条の二 経済産業大臣は、経済産業省令で定める再生可能エネルギー発電設備の区分、

設置の形態及び規模（以下「再生可能エネルギー発電設備の区分等」という。）のうち、

これに該当する再生可能エネルギー発電設備を用いて発電した再生可能エネルギー電気に

ついて、卸電力取引市場（電気事業法第九十七条に規定する卸電力取引所が開設する同法

第九十八条第一項第一号に規定する卸電力取引市場をいう。第二条の四第二項第二号及び

第十五条の三第三号において同じ。）における売買取引又は小売電気事業者（同法第二条

第一項第三号に規定する小売電気事業者をいう。以下同じ。）若しくは登録特定送配電事

業者（同法第二十七条の十九第一項に規定する登録特定送配電事業者をいう。以下同

じ。）への電力の卸取引（以下この章及び第三十二条第四項において「市場取引等」とい

う。）による供給を促進することが適当と認められるもの（以下「交付対象区分等」とい

う。）を定めることができる。 

２ 認定事業者は、交付対象区分等に該当する認定発電設備を用いて発電した再生可能エネ

ルギー電気を、市場取引等により供給するときは、当該再生可能エネルギー電気の供給に

要する費用を当該供給に係る期間にわたり回収するための交付金（以下「供給促進交付

金」という。）の交付を受けることができる。 

３ 供給促進交付金の交付に関する業務は、電気事業法第二十八条の四に規定する広域的運

営推進機関（以下「推進機関」という。）が行うものとする。 

（調整交付金の交付） 

第十五条の二 推進機関は、各電気事業者における特定契約又は一時調達契約に基づく再生

可能エネルギー電気の調達に係る費用負担を調整するため、経済産業省令で定める期間ご

とに、電気事業者に対して、交付金を交付する。 

２ 前項の交付金（以下「調整交付金」という。）は、第三十一条第一項及び第三十八条第

一項の規定により推進機関が徴収する納付金並びに第十五条の五の規定により政府が講ず

る予算上の措置に係る資金をもって充てる。 

（系統設置交付金の交付） 
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第二十八条 一般送配電事業者又は送電事業者（電気事業法第二条第一項第十一号に規定す

る送電事業者をいう。以下同じ。）は、供給計画（同法第二十九条第一項に規定する供給

計画をいう。）に従って、同法第二条第一項第十八号に規定する電気工作物（変電用又は

送電用のものに限る。以下この節において「系統電気工作物」という。）であって再生可

能エネルギー電気の利用の促進に資するものを設置するときは、当該系統電気工作物の設

置及び維持に要する費用を当該系統電気工作物を使用する期間にわたり回収するための交

付金（以下「系統設置交付金」という。）の交付を受けることができる。 

２ 系統設置交付金の交付に関する業務は、推進機関が行うものとする。 

３ 一般送配電事業者又は送電事業者は、系統設置交付金の算定に資するため、経済産業省

令で定める期間ごとに、経済産業省令で定めるところにより、系統電気工作物の設置及び

維持に要する費用の額を推進機関に届け出るものとする。 

４ 推進機関は、前項の規定による届出を受けた費用の額を経済産業大臣に報告しなければ

ならない。 
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経済産業省

２０２３０６０７資第１３号

令 和 ５ 年 ６ 月 １ ２ 日

電力・ガス取引監視等委員会委員長 殿

経済産業大臣

電力広域的運営推進機関の２０２２年度財務諸表等の承認について

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第６６条の１１第１項第８号の規定に基づき、

別添の申請に係る同法第２８条の５１第１項に規定する財務諸表等の承認について、貴委

員会の意見を求めます。 

資料３－１
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１２条関係（電力・ガス取
引等監視委員会事務局が記
載したもの）
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１３条、１４条関係（電力・ガス
取引監視等委員会事務局が記載し
たもの）
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１３条、１５条関係（電力・ガス取
引監視等委員会事務局が記載したも
の）
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１５条関係（電力・ガス取引監視
等委員会事務局が記載したもの）
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資料３－２ 

（案） 

 

経済産業省 

 

２０２３０６●●電委第●号 

令 和 ５ 年 ６ 月 ● 日 

 

 

経済産業大臣 殿 

 

 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 

 

 

 

電力広域的運営推進機関の２０２２年度財務諸表等の承認につい

て（回答） 

 

 

 

令和５年６月１２日付け２０２３０６０７資第１３号により貴職から当委員

会に意見を求められた電力広域的運営推進機関の２０２２年度財務諸表等の承

認については、承認することに異存はありません。 
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